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要旨

　本稿では，高炉の寿命判断に不可欠な炉底側壁レンガ残厚を正確に把握するため，衝撃弾性波共振法を高度化し
た計測技術を紹介する。高炉は社会基盤を支える鉄鋼製品を安定供給する設備であり，残厚の誤判定は漏銑事故な
どの重大トラブルや，不要な早期改修を招く。開発した 3次元超音波伝搬シミュレーションを用いる換算手法は，
炉底側壁の立体形状と弾性波の球面伝搬を考慮し，従来法に比べ計測誤差率を約 7割低減した。これにより，高炉
の健全性をより確実に評価でき，改修時期の最適化と操業安定性の向上を実現し，脱炭素化移行期における鉄鋼の
安定供給に貢献する。

Abstract:

　This paper presents an improved measurement technique for evaluating the refractory brick thickness at blast 

furnace sidewalls, a critical factor for determining furnace lifetime. Accurate thickness assessment is essential, as 

overestimation can lead to severe incidents such as molten iron leakage, while underestimation may trigger 

unnecessary early relining. To enhance measurement reliability, we introduced a conversion method based on three-
dimensional ultrasonic wave propagation simulations that incorporated the actual furnace geometry and spherical 

wave behavior. Field validation demonstrated that the proposed method reduces measurement error by 

approximately 70% compared with the conventional one-dimensional approach. By enabling more accurate diagnosis 

of furnace wear, this technology supports optimal maintenance timing, prevents operational disruptions, and 

contributes to the stable supply of steel products during the ongoing transition toward low-carbon ironmaking.

1． はじめに

　高炉プロセスは，高炉炉内に装入した鉄鉱石とコークス，
および高炉炉内に吹き込んだ熱風により鉄鉱石を還元させ
て銑鉄を製造するプロセスである。高炉は操業を開始（火
入れ）すると停止するまで原則として 24時間 365日稼働を
続け，長期にわたって銑鉄を生産する。2026年現在，JFE

スチールはカーボンニュートラル実現に向けた移行期（トラ
ンジション期）にあり，低炭素鉄鋼プロセスへのトランジ
ションを目指している。トランジション期においても高炉プ
ロセスでの生産は続くため，高炉操業の安定性に寄与する
技術開発は重要である。
　高炉の内部は 2 000℃を超える内部温度と 0.5 MPa程度の
圧力に曝される過酷な環境である。高炉の炉体はこれらの
環境に耐える頑健な構造として，最も内側に定型耐火物

（レンガ），最も外側に鉄皮を有する複層の構造物によって
構築されている。これまでの各層の構成素材や冷却機能の
技術革新等により，高炉の寿命は 20年レベルとなってい
る 1）。
　高炉の寿命を判断する指標の 1つとして高炉の炉底部に
残存するレンガの厚さ（以下，レンガ残厚）がある。炉底
部のレンガは操業の過程で損耗していく。しかし，高炉の
内部温度は最高で 2 000℃を超えた状態で連続的に操業して
おり，内部に立ち入ることができないため，約 20年間の操
業中はレンガ残厚を直接測定または目視確認できない。一
方で一定のレンガ残厚で高炉の寿命となるため，何らかの
形でレンガ残厚を計測し，値の推移を監視する必要がある。
レンガ残厚計測値が真値より大きい場合，残厚を実際より
厚く見積もってしまい高炉の側壁から銑鉄が漏れだすトラブ
ルを引き起こしかねない。一方，レンガ残厚計測値が真値
より小さい場合，残厚を余剰に見積もり高炉の停止や改修
を早めることとなる。このため，正確なレンガ残厚の計測2026年 3月 17日受付
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は，高炉の余寿命判断において極めて重要である。
　現在，レンガ残厚は主に炉底部に設置した温度計の測定
値から推定されている 2）。他のレンガ残厚計測手法として宇
宙線を用いた計測方法 3）や超音波を用いた計測方法 4），打撃
試験による計測方法 5-10）が報告されており，複数の計測方法
によりレンガ残厚の計測性能を向上させることも試みられて
いる。JFEスチールも，炉底部のレンガのうち，炉底側壁の
レンガ残厚を打撃試験により計測する「衝撃弾性波共振法」
を開発してきたが 10），従来の衝撃弾性波共振法によるレンガ
残厚計測は，真値に対する誤差率が約 20％程度であった。
本稿では，新たに開発した技術による衝撃弾性波共振法の
計測誤差低減の取り組みについて説明する。

2． 計測対象となる高炉炉底側壁の構造

　衝撃弾性波共振法による高炉炉底側壁レンガ残厚計測技
術の説明に先がけ，高炉炉底側壁の構造について説明する。
図1は高炉炉底側壁の構造の一例を示す概念図である。
　高炉炉底側壁はそれぞれ異なる材質の複数の層で構成さ
れている。高炉炉底側壁の最外殻は鋼製構造物の鉄皮であ
り，高炉内部の圧力への耐性をもたせている。鉄皮の内側
の不定形耐火物等の層を経て，高炉炉底側壁の最奥部にレ
ンガを配置しており，熱風および溶銑からの熱への耐性をも
たせている。このレンガの残厚が計測対象である。

3． 衝撃弾性波共振法による高炉炉底側壁レン
ガ残厚計測

　衝撃弾性波共振法による高炉炉底側壁レンガ残厚計測技
術は，弾性波の反射を用いて残厚を取得する手法であ
る 5-10）。本章では，従来の計測手法と開発技術について記す。

3.1 従来技術：衝撃弾性波共振法の概要

　図 2は衝撃弾性波共振法による高炉炉底側壁レンガ残厚
計測手法の概要である。衝撃弾性波共振法では，（1）ハン
マーにより鉄皮を打撃し弾性波を入力，（2）鉄皮表面に設
置した加速度計により高炉内側のレンガでの反射波を観測，
（3）観測した反射波を時間領域または周波数領域で解析し

解析結果をレンガ残厚に換算，の手順で計測する。
3.1.1 弾性波の入力

　計測の入力信号となる弾性波は自然発生するものではな
く，鉄皮の上から高炉を打撃することで生じる。打撃はイン
パクトハンマーに代表されるハンマーで一度のみ行う。打撃
により図3に示すようなインパルス信号が弾性波として炉底
側壁に入力される。
　打撃に用いるハンマーは，インパルス信号の周波数特性
が観測したい加速度信号の周波数帯を含むよう最適設計し
ている。インパルス信号の周波数特性はインパルス信号の
持続時間によって決まる。

3.1.2 反射波の観測
　打撃により生じた弾性波は高炉の外側（炉外側）から高
炉の内側（炉内側）に向かって炉底側壁内部を伝搬し，炉
内側のレンガ端面で反射する。反射した弾性波は炉内側か
ら炉外側に向かって炉底側壁内部を伝搬し，鉄皮表面に到
達する。鉄皮表面に到達した弾性波は鉄皮表面で反射し，
炉底側壁内で伝搬と反射を繰り返す。この弾性波の伝搬と
反射は鉄皮表面の振動として現れる。図 4は鉄皮表面に設
置した加速度計で観測した信号の一例である。徐々に減衰

図1　 高炉炉底側壁の構造の例

Fig. 1　Example structure of a blast furnace sidewall

図2　 衝撃弾性波共振法による計測手法の概要

Fig. 2　 Overview of the measurement using the impact elastic 
wave method

図3　 入力するインパルス信号の例

Fig. 3　Example of input impact signal
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しながら炉底側壁内部での往復を繰り返す弾性波の様子が
図 4に現れている。

3.1.3 反射波の解析と残厚への換算
　衝撃弾性波共振法では加速度計で取得した加速度信号か
らレンガ残厚を算出する。具体的には，加速度信号の共振
周波数を求めレンガ残厚へと換算する。レンガ残厚と共振
周波数の間には，レンガが薄くなるほど共振周波数が高くな
るという関係がある。図 5は図 4に示した加速度信号を周
波数解析して取得したパワースペクトルである。図 5に示す
ように加速度信号のパワースペクトルは特定の周波数に
ピークを持つ。このピーク周波数が共振周波数である。共
振周波数をレンガ残厚に換算する手法としてさまざまな提案
があり 5-9），例えば共振周波数と炉底側壁の各素材の音速お
よび厚さによりレンガ残厚を算出する方法がある 8, 9）。図 6
に示す模式図のように，弾性波の伝搬を 1次元とみなしたと
き，炉底側壁の層を n層，炉底側壁 i層目の厚さを D i，炉
底側壁 i層目の素材の音速を（V p） i，炉底側壁 i層目を弾性
波が通過する時間 T iとすると，式 1の関係が成立する。

 ……………………………………… （1）

　また，弾性波が炉底側壁を往復する時間 T allには式 2の関
係が成立する。

Tall =

n

i=1

2Ti =
2D1

Vp 1

+
2D2

Vp 2

+ . . .
2Dn

Vp n

 …… （2）

　加速度信号から導出した共振周波数 f 0は T allの逆数であ
る。すなわち，炉外側から数えて n層目にあるレンガ残厚
D nは式 3により算出できる。

 ………………… （3）

　従来，式 3を改良することにより，共振周波数からレンガ
残厚への換算性能を向上させることが試みられている 8, 9）。

3.2 開発技術：3次元超音波伝搬シミュレーショ
ンを用いた周波数-残厚換算曲線の導出

　JFEスチールでは，衝撃弾性波共振法による高炉炉底側
壁レンガ残厚計測の実用化に向けて，共振周波数からレン
ガ残厚への換算時の誤差低減をめざした。本来，3次元構造
物において弾性波は球面状に内部を伝搬する。従来の換算
を改善するためには，弾性波が 3次元構造物の内部を球面
状に伝搬する影響を考慮する必要があると考えた。この課
題を達成するため，3次元超音波伝搬シミュレーションを活
用し，共振周波数とレンガ残厚の換算曲線を高炉の構造ご
とに導出する手法を構築した 10）。図 7に 3次元伝搬シミュ
レーションにより共振周波数からレンガ残厚への換算曲線を
導出する方法を示す。
　まず，計測対象の高炉の図面に基づき炉底側壁の 3次元
形状モデル作成する（A）。レンガが徐々に損耗することを
考慮し，あらかじめ複数のレンガ残厚に対する形状モデル
を作成しておく。続いて，それぞれのレンガ残厚の形状モデ
ルに対し有限要素法（Finite Element Method；FEM）によ
り高炉の炉底側壁を 3次元状に伝搬する弾性波をシミュ

図4　 観測された加速度信号の事例

Fig. 4　Example of observed acceleration signal

図5　 加速度信号のパワースペクトルの例

Fig. 5　Example of observed power spectrum

図6　 弾性波伝搬経路の模式図

Fig. 6　Schematic diagram of elastic wave propagation path
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レートする（B）。なお，シミュレーションに必要な音速や
密度などのパラメータは事前に設定している。シミュレー
ションの結果として鉄皮表面の加速度信号を出力する（C）。
取得した加速度信号を周波数解析し共振周波数を算出する
（D）。最後に，形状モデルのレンガ残厚と共振周波数をマッ
ピングする。さらに，レンガ残厚と共振周波数のグラフに対
する多項式近似曲線を求め，共振周波数からレンガ残厚へ
の換算に用いる（E）。
　有限要素法を用いることにより，複雑な形状や一様でな
い材料物性値（音速，密度）に起因する複雑な境界条件の
もとで，高炉を立体状に伝搬する弾性波を再現できる。図 8
は FEMにより炉底側壁を伝搬する弾性波をシミュレートし
た結果である。図 8では時間経過とともに弾性波が炉底側
壁の内部を伝搬する様子が見て取れる。
　測定時には，取得した周波数スペクトルのピークを当該
換算曲線にマッピングして残厚へ換算する。

4． 開発技術の誤差評価

　開発技術の性能評価のため，従来の 1次元解析と 3次元
超音波伝搬シミュレーションによる換算曲線の違いを比較し
たのち，実際の高炉での計測誤差を評価した。

4.1 換算曲線の差異による評価

　開発技術による共振周波数とレンガ残厚の換算曲線を，
現有する 2種類の高炉の構造で導出した。図 9に高炉 Aの

換算曲線の例，図10に高炉 Bの換算曲線の例を示す。
　図 9および図 10には，それぞれ開発技術の 3次元シミュ
レーションにより導出した換算曲線（赤線）と，従来用いら
れている 1次元の解析式に基づいて算出した換算曲線（青
線）を並べて表示している。図 9および図 10に示すように，
どちらの高炉でも提案手法の 3次元超音波伝搬シミュレー
ションで導出した換算曲線と従来の 1次元解析式により算

図7　 共振周波数─レンガ残厚の換算曲線導出の概要

Fig. 7　Overview of derivation of the conversion curve between resonant frequency and brick thickness

図8　 シミュレーションによる弾性波伝搬の再現例

Fig. 8　 Example of elastic wave propagation reproduced by 
simulation

図9　 ピーク周波数-残厚換算曲線の例（高炉A） 10）

Fig. 9　 Example of resonant frequency-brick thickness 
conversion curve (blast furnace A)  10) 
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出した換算曲線が異なる結果となっている。これはすなわ
ち，炉底側壁を伝搬する弾性波の共振周波数は高炉の複雑
な 3次元構造の影響を受けることを示している。

4.2 実炉計測試験と結果

　前述の高炉 Aおよび高炉 Bはレンガ残厚の真値を取得で
きる状況にあった。そこで，これらの高炉で衝撃弾性波共振
法によりレンガ残厚を計測し，従来技術と開発技術それぞ
れの真値との計測誤差を評価した。評価指標は真値に占め
る計測誤差の割合である計測誤差率とした。レンガ残厚の
真値を T true，レンガ残厚の計測値を T measureとすると，計測
誤差率 Eは式 4により算出できる。

E =
|Tmeasure − T true|

Ttrue
 ………………………… （4）

　図 11は高炉 Aおよび高炉 Bでのレンガ残厚計測誤差率
を示すグラフである。図 11に示すとおり，高炉 Aでは従来
手法での計測誤差率が 24.6％であったのに対し，開発技術
では計測誤差率が 8.3％であり，計測誤差率が 16.3％低減し
た。また，高炉 Bでは従来手法での計測誤差率が 28.6％で
あったのに対し，開発技術では計測誤差率が 8.9％となり，
計測誤差率が 19.7％低減した。いずれの高炉でも計測誤差
率が改善する結果となり，より正確なレンガ残厚計測が実
現した。

5． おわりに

　本稿では，高炉炉底側壁レンガ残厚計測の高確度化のた
めの，3次元超音波伝搬シミュレーションを用いた衝撃弾性
波共振法の改良手法を説明した。実際の高炉での検証によ
り，従来の 1次元換算に比べ計測誤差率が大幅に低減し，
より信頼性の高いレンガ残厚の評価手法であることを示し
た。高炉は銑鉄を安定的に供給する中心設備であるが，内

部の状態を直接確認できないという制約がある。レンガ残
厚を見誤ると，側壁からの漏銑事故など重大トラブルにつな
がる恐れがある一方，過度に保守的な判断は不必要な改修
や操業計画の変更を招き，製造コストや供給安定性に影響
を及ぼす。したがって，正確な残厚計測技術は，安全な操
業と社会への安定供給を両立させるうえで不可欠な技術で
ある。カーボンニュートラル実現に向けて製鉄プロセスの転
換が進む今後においても，高炉操業の安定性は引き続き求
められる。本技術は高炉操業の安全性と効率性を支える計
測基盤として今後の活用が期待される。
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図10　 ピーク周波数-残厚換算曲線の例（高炉B）

Fig. 10　 Example of resonant frequency-brick thickness 
conversion curve (blast furnace B)

図11　 高炉における計測性能評価結果

Fig. 11　 Measurement error evaluation results in blast 
furnaces


